
１ 日弁連意見書の説明 

２ 弁護団等からの事例報告 

(1) 被害類型に応じたキャッシュレス決済の

課題について 

葛山弘輝弁護士（第二東京弁護士会） 

(2) 無登録決済代行について

明石順平弁護士（埼玉弁護士会）

(3) 収納代行について

小野仁司弁護士（神奈川県弁護士会）

(4) 送金代行について

坂勇一郎弁護士（第二東京弁護士会）

３ パネル・ディスカッション 

大澤彩 法政大学法学部教授 ほか 

【問合せ先】日本弁護士連合会人権部人権第二課 TEL：03-3580-9509 

2024 年

９月５日 (木)

１８時００分～２０時００分

場  所 Ｚｏｏｍウェビナーによるオンライン開催 

定  員  ５００名（先着順） 

申込方法 日弁連ウェブサイト又は二次元コードから 

８月２９日（木）までにお申し込みください。 

HOME > イベント > year > 2024年 > シンポジウム「キャッシュレス決済に関する横断的法整

備の実現に向けて」 

※Zoomによる参加方法は、開催日が近づきましたら、申込みされた方宛てにメールでご案内します。

参加費 無料 

事前申込み要 

 ２０２４年７月１９日付けで公表した

「キャッシュレス決済における決済代行業

者等の加盟店調査措置義務等の整備を求め

る意見書」の趣旨の実現、とりわけ、現在、

規制の対象外となっている様々な決済サー

ビスも含めた横断的な法整備の実現に向け

て、現状と課題を確認し、今後の取組方針に

ついて検討すべく、シンポジウムを開催しま

す。ぜひご参加ください。 

＊意見書は日弁連ウェブサイトに掲載して

いますので、ぜひご覧ください。 

HOME > 私たちの活動 > 人権擁護活動 > 消費者問

題（消費者問題対策委員会） 

■ 主なプログラム（予定） ■

キャッシュレス決済に関する

横断的法整備の実現に向けて 

シンポジウム

参加申込みはこちら↓ 




